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(2)東京電力福島第一原子力発電所事故の分析
東京電力福島第一原子力発電所の事故についての

継続的な分析は、原子力規制委員会の重要な所掌事
務の1つであり、2014年10月8日の原子力規制委員
会において中間報告書を取りまとめました。中間報
告書では、東京電力福島原子力発電所事故調査委員
会（以下「国会事故調」という。）や東京電力福島原子
力発電所における事故調査・検証委員会等の報告書
において提起されている様々な課題、未解明事項な
どのうち、まずは、国会事故調報告書において、未
解明問題として規制機関に対し実証的な調査が求め
られている事項（1号機原子炉建屋4階における出水
や4号機原子炉建屋の水素爆発等の7項目）を対象に
原子力規制委員会の見解を取りまとめました。今後
も、中長期にわたる原子炉内の調査結果なども踏ま
え、引き続き技術的な側面から調査を進めていくこ
ととしています。また、この1年間においては、国
会事故調等の指摘事項以外の検討項目を抽出するた
め、原子力規制庁において東京電力株式会社による
調査の進捗状況を確認する等の取組を行いました。
さらに、OECD/NEAによる調査研究活動等に参加
しました。

(3)放射線モニタリングの実施
原子力規制委員会では、「総合モニタリング計画」

（平成23年8月2日モニタリング調整会議決定、平成
27年4月1日改定）に基づき、東京電力福島第一原子
力発電所の事故後のモニタリングとして、福島県全
域の環境一般モニタリング、東京電力福島第一原子
力発電所周辺海域及び東京湾のモニタリング等を実
施し、解析結果を毎週公表しています。2015年5月
及び同年11月には、2014年11月に続き、IAEA環境
研究所の専門家等が来日し、関係省庁と共同で東京
電力福島第一原子力発電所近海の海水、海底土、及
び水産物を採取し、日本のデータの信頼性が高いこ
とを確認しました。2016年2月10日の原子力規制委
員会においては、東京電力福島第一原子力発電所の
事故から5年が経過しようとする中で、約5年間の
モニタリング結果を整理し、今後のモニタリングの
見直しの方向性等について議論を行いました。
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※１ ブルータンク ： コンクリートの基礎や堰を有していないタンク。
※２ Ｓｒ処理水：汚染水処理設備等で処理した水（ＲＯ濃縮水）に含まれる放射性ストロンチウム濃度を低減させた水。
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敷地境界において評価した値（最大値）。事故時に放出された環境中に残存している放射性物質による被ばく線
量は含まない。なお、詳細については、「東京電力福島第一原子力発電所敷地境界における実効線量の制限の
達成に向けた規制要求について（平成年月日原子力規制委員会）」を参照。

※４ 施設内調査の目標については、実施時期によらず記載。
（注）主要な目標を記載したものであって、全ての目標を記載したものではない。
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【凡例】
対策が完了したもの：

対策が実施中又は計画中のもの：

実施時期が不確定のもの：
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